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1. はじめに 

「株式会社の 監査等に関する 商法の特例に 関 

する法律」 ( 以下，商法特例 法 と略称する力 

が，昭和 49 年の商法改正の 際に新設され ，会計 

監査人制度が 創設されることとなったが ，昭和 

56 年商法改正に 体ない， 商法特例法も 改正さ 

れ ，会計監査人制度についても ，重要な改正が 

行なわれている。 

現行の商法特例 法によ ると，資本の 額が 5 億 

円以上または 負債の合計金額が 200 億円以上の 

株式会社 ( 以下，大会社と 略称する。 ) は，計 

算書類について ( 営業報告書およびその 附属明 

細書にあ っては会計に 関する部分について ), 

定時株主総会前に ，監査役の監査のほかに ，公 

認会計士または 監査法人から 選任される会計 監 

茶人の監査を 受げなければならない。 

監査役 は ， 会計監査 ノ、 の 監査の方法または 結 

果を相当と認めるか 否かを判断すれば よ く ( 商 

法特例 法 14 条 2 項 1 号 ), 不審な点がなければ 

これに依拠することができる " 。 会計監査 ノ、 の 

監査報告書に ，貸借対照表および 損益計算書が 

法令および定款に 従い，会社の 財産および損益 

の状況を正しく 示したるものという 記載があ 

り， かつ，監査役の 監査報告書にその 事項につ 

いての会計監査人の 監査の結果を 相当でないと 

認めた旨の記載がないときは ，取締役は，定時 

株主総会の承認を 求めることを 要せず，取締役 

は，定時総会にこれらの 書類を提出し その内 

容について報告すれば よ いことになって い る 

( 商法特例 法 16 条 1 項・ 2 項 ) 。 また，貸借対 は、 

表 および損益計算書 ( 営業報告書とその 附属明 

細書については ，会計に関する 部分にかぎる 力 

が，法令まだは 定款に適合するかどうかについ 

て， 会計監査人が 監査役と意見を 異にするとき 

は， 会計監査人 ( 会計監査人が 監査法人であ る 

ときは，その 職務を行なうべき 社員。 ) は，定 

時総会に出席して 意見を述べることができる 

し， そうでないときでも ， 定時総会において ， 

会計監査人の 出席を求める 決議があ ったとき 

は ， 会計監査人ほ ， 定時総会に出席して 意見を 

述べたければならない ( 商法特例 法 Ⅳ 条 ) 。 

この ょう な会計監査人の 監査報告を可能にす 

る前提として ，会計監査人は ，何時でも，会社 

の会計の帳 簿および書類の 閲覧もしくは 騰写を 

し ， または取締役および 支配人その他の 使用 ノ、 

に 対して会計に 関する報告を 求めることができ 

るし，その職務を 行な う ため必要があ るときは， 

会社の業務および 財産の状況を 調査し， あ るい 

は，子会社に 対して会計に 関する報告を 求める 

こともできる ( 商法特例 法 7 条 1 項・ 2 項・ 3 

項 ) 。 さらに，会計監査人が ， その職務を行な 

う 。 こ 際して，取締役の 職務遂行に関し ，不正の 
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行為または法令もしくは 定款Ⅴ こ 違反する重大な 

事実があ ることを発見したときは ， これを監査 

役に報告しなければならない ( 商法特例 法 8 条 

1 項 ) 。 

商法特例 法 のこの ょう な会計監査人に 対する 

措置は，会計専門家であ る会計監査人の 監査を 

重視するものであ る。 すなわち，取締役に よ る 

影響をできるだけ 排除し，監査役の 関与によっ 

て，会計監査人による 監査の適正化をほかって 

いるのであ る。 しかし，会計監査人に よ る会計 

監査制度が有効に 機能するかどうかは ，会計監 

査人の独立性とその 専門的能力に 大きく依存す 

るといってよい 幻 。 そこで，会社と 利害関係を 

有するなどの 一定の事由を 設けて，会計監査人 

になれない者を 規定する ( 商法特例 法 4 条 2 

項，同法 5 条後段 ) とともに，会計監査人の 選 

任・解任は，原則として ，株主総会の 決議によ 

る ( 商法特例 法 3 条，同法 6 条 及至 6 条の 3) 

こととし，その 任期についても 特別の配慮 ( 商 

法 特例 法 5 条の 2) をしている。 

本稿では，会計監査人の 選任・任期・ 解任・ 

地位に論及することに よ り，会計監査人の 独立 

性を検討することに 主たる目的を 置いた。 会計 

監査人の独立性については ，本稿で検討する 問 

題だげにとどまらず ，会計監査人の 欠格事由・ 

職務権 限・責任，あ るいは会計監査人制度その 

ものの意義という よう に広い範囲 帝 こわたって検 

討すべき課題でほあ るけれども， これらの問題 

ほ ついては，別の 機会に検討することとした。 

11. 会計監査人の 選任 

( 一 )  昭和 49 年商法特例 法 における選任 

昭和 56 年商法特例法改正前においては ，会計 

監査人は，監査役の 過半数の同意を 得て，取締 

役会の決議をもって 選任し，取締役はその 選任 

の報告を株主総会においてすればよいこととな 

っていた。 会計監査に関してほ ，監査役は，実 

際上会計監査人の 監査報告書を 参考にすること 

が多いと考えられるから ，監査役としては ， す 

でにその選任の 際にその人物や 能力について 充 

分の調査をなし ，信頼し ぅる 人物かどうかを 確 

かめておく必要があ る鈴からであ ると解されて 

いた。 また，監査役の 職務と会計監査人の 職務 

とは関連を生ずるので ，監査役の信頼できない 

者が会計監査人 v こ 選任されることは 好ましくな 

いなど，監査役の 意向を無視することができな 

いからであ り， また，取締役会の 決議だけでよ 

いとすると，会計監査人が 取締役会に従属し 

馴合いで監査することになるおそれもあ るた 

め，取締役会からの 独立性を会計監査人に 与え 

る必要があ るからであ る。 ，と 解されていた。 要 

するに，取締役会に 対する会計監査人の 地位の 

独立性を確保するため ，監査役の過半数の 同意 

を 必要としたのであ る。 したがって，監査役の 

同意は取締役会決議の 効力要件と解され ，取締 

役会を会計監査人の 選任機関に定めたのは ，特 

に重要な会社の 業務執行に属するとみられたか 

らであ る 5) と考えられていた。 しかし，監査役 

の独立性が確保されていれば ，その過半数の 同 

意を要求することによって ，監査を受ける 者が 

監査をする者を 任逸することの 弊害が少なくな 

るし，株主総会への 報告という形で 公開するこ 

とによって，株主総会で 任 逸するのに近い 結果 

が得られる的のかもしれないが ，このような 効 

果を期待できるかどうかは ，今後の運用いかん 

にかかるところが 大きいれと指摘されていたの 

であ る。 

けれども，監査されるべ き 計算書類の作成義 

務者たる取締役ないし 取締役会が，監査する 主 

体たる会計監査人を 選任または解任することほ 

妥当でほなく ，また不合理でもあ り，また実際 

上 ，株主総会が 候補者の適否を 判断することは 

難しく，会社の 提案が問題なく 可決されること 

を配慮した結果，昭和 56 年改正商法特例 法は ， 

監査役に会計監査人の 指名権 を認め，株主総会 

の決議に よ る選任を認めたのであ る " 。 

重要なことは ，経営者たる 取締役の影響をで 

きるかぎり排除することであ り，取締役の 裁量 

を許さないだけの 会計監査人の 独立性をどこま 
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で 実現できるかということであ る。 

( 二 )  昭和 56 年商法特例 沃 における選任 

日本公認会計士協会は ，昭和 54 年 9 月 18 日に 

「監査制度に 関する意見」として ，会計監査人 

の 選任に関して ，次のような 見解を表明してい 

る。 

ィ ・職業的専門家としての 公認会計士 ( 監査法 

人を含む。 ) の監査業務 は ，本来，選任母体， 
選任方法等のいかんにかかわらず ，独立性を保 

持しつつ，高度の 質的水準を維持すべきもので 
あ る。 

". しかし，会計監査人は 取締役等と同列に 株 

主総会において 選任される方式が ，会計監査人 

の 地位の強化につながるとの 受 げとり方が一般 

に見られること。 

". 会計監査人の 監査を受ける 会社について 

ほ，株主総会に よ る計算書類 ( 利益処分業を 除 

く 。 ) の 承認を要しないこととされた 場合に，そ 

れとの権 衡上，会計監査人は 総会で選任する 方 

式の方が総会権 限との関係でふさわしいこと。 
  

等の理由も考えられるので " 会 選任方式に賛意 

を表する。 
二 ・ただし，総会選任方式を 採るときは，会き・「 

監査人候補の 決定 は ，通常の総会提出議案の 決 

定と同様の手続によるものとする。 

この意見の総会選任方式は ，昭和 56 年商法 特 

例 法の採用するところとなったが ，意見の二の 

だだし書きほ ，商法特例 法 と異なり，監査役が 

会計監査人候補者を 決定するという 方式に消極 

的な態度を表明したものといえ よう ", 。 

昭和 56 年商法特例 法 のもとでは，会計監査 ノ、 
は 基本的にほ株主総会で 選任されることになっ 

ているが，会計監査人の 選任についての 発議の 

仕方には 3 つの方式が認められることとなっ 

た。 すなわち，第一に ，取締役会による 場合で 

あ り，第二に監査役の 取締役に対する 請求に よ 

る場合であ り，第三に，株主の 提案権 の行使に 

よ る場合であ る。 

以下，会計監査人の 選任に関する 若干の問題 

点を検討してみよう。 

(1) 監査役の過半数の 同意に よ る選任 

取締役 は ，会計監査人の 選任に関する「 議 

案 」すなわち，候補者を 株主総会に提出するに 

は，監査役の 過半数の同意，。 Ⅲ，を得なければな 

らない ( 商法特例 法 3 条 2 項 ) 。 会計監査人は ， 

取締役の会計に 関する 議 務の執行を監査するこ 

とを職務とする ( 商法特例 法 2 条 ) から，この ょ 

う な会計監査人を 取締役会が選任したり ，指名 

するのでは，会計監査人の 地位の独立性を 確保 

できないから ，監査役の過半数の 同意を要件と 

しだのであ り，また監査役の 全員の同意を 要件 

としなかったのは ，そ う すると会計監査人の 選 

任 が困難となるからであ る " 。 すなわち，取締 

役が会計監査人の 選任に関する「議題」 ( 「会計 

監査人選任の 件」という会議の 目的 ) を提出す 

るナ 丑 『」 とであ れば，そのことが 会計監査人の 地位 
の 独立に特に影響するということもないので ， 

議案 ( 「会計監査人の 候補者を何某とする」と 

し ぅ 議題に対する 具体的な議決 案 ) の場合と異 - 

なり，特に監査役の 同意を必要としないことと 

されている， 3, 。 

監査役から会計監査人の 選任を株主総会の 

「会議の目的」とすることを 請求されだときほ ， 

取締役会は，会計監査人候補者を 指定したらえ 

で，会計監査人の 選任に関する 議案を株主総会 

に 提出することにし ，それにっき 監査役の過半 

数の同意を得なければならない ( 商法特例 法 3 

条 2 項 ) 。 また， 監査役から会計監査人の 選任 

に関する「会議の 議案」を株主総会に 提出する 

ことを請求されだときほ ，取締役会は ， この 議 

案を株主総会に 提出しなければならない。 この 

場合，会計監査人ほついて ，取締役会の 過半数 

の意見が対立するときほ ，監査役の過半数の 意 

見が，会社側の 議案として総会に 提出されるこ 

とになる。 

結局，議題に 対して其体的な   会計監査人の 侯 

捕 者を株主総会に 提出すると ぎ は，取締役は 常 

帝こ 監査役の過半数の 同意を得なければならない 
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のであ る。 計 監査人の選任に 関する議案を 株主総会に提出 

監査役は，その 過半数の同意をもって ，取締 

後 に対し ，会計監査人の 選任を株主総会の 会議 

の目的 ( 議題 ) とすることを 請求することがで 

きるとともに ，会計監査人の 選任に関する 議案 

の 提出についても 取締役に請求することができ 

る ( 商法特例 法 3 条 3 項 ) 。 したがって，取締 

役が推薦する 候補者に同意を 与えるときでも ， 

することを請求したと ぎ は，取締役会は ，監査 

役の過半数の 同意を得ることなく ，その議案を 

株主総会に提出することができる。 この ょう 

に，少数株主の 請求にょり，株主の 提案する会 

計 監査人選任の 議案を株主総会に 提出する場合 

には，会計監査人の 選任に対する 取締役の支 
配，すなわち ，取締役がその 個人的な関係等 か 

あ るいは同意を 与えないときでも ，監査役はそ 

の過半数の同意をもって ，特定の候補者を 株主 

総会に提案することを 取締役に請求することも 

できる。 これによって ，会計監査人の 選任につ 

き，選任のための 議題にしろ，議案にしろ ， 監 

査 役がいずれについても 積極的に関与できるこ 

とが明らかとなった。 これは，取締役会が 株主 

総会議案の提出権 を有することに 対する制約な 

のであ る，。 ' 。 もし監査役の 同意を得ていない 

者を取締役会で 候補者として 指名し，株主総会 

に提出したときほ ，監査役は，その 議案が法令 

に違反するものとして ，株主総会にその 意見を 

報告しなければならない ( 商法 275 条 ) 。 この監 

査役に よ る意見報告もなく ，株主総会が 選任 決 

議 をしたと ぎ は，その決議は 取消の対象にな 

る， " と 解すべきであ ろう。 

いずれにしても ，監査役の過半数の 同意は， 

監査役会制度が 認められていない 以上，議事録 

への記載ということも 法律上考えられないか 

ら ，書面あ る L. 、 は 口頭でもよいが ，後の紛争を 

避けるためには 書面・に記録しておく 方が適切で 

あ る。 また，過半数の 同意 は 決議に ょ るのでほ 

なく，各監査役の 個別的な同意が ，過半数に達 

すれば よ いのであ る。 監査役は取締役会 ャこ 出席 

することができる ( 商法 260 条 ノ 3 第 1 項 ) の 

で，取締役会の 席上で監査役の 過半数の同意が 

得られれば，それでも 差し支えない。 この場合 

は，取締役会の 議事録に記載されることにな 

る， " ( 商法 260 条 ノ 4 第 2 項 ) 。 

C2)  株主提案権 による選任 

株主が，株主提案権 ( 商法 232 条 ノ 2 第 2 項 ) 

の行使として ，会計監査人候補者を 指定して 会 

ら ，妥当でない 者を会計監査人の 候補者に指定 

するなどのおそれもないから ，監査役の過半数 

の同意は必要ではないと 解されるからであ る。 

さらにほ，この 場合においても ，監査役の過半 

数の同意を要件とするならば ，株主提案権 の行 

使を監査役の 過半数の意向によって 実質的に阻 

止しうることになりかれないからであ る，，，。 

株主が株主提案権 を行使して，会計監査人候 

補者を指定する 場合とは，たとえば ，監査役の 
間でどうしても 過半数が得られないとか ， 3 人 

の監査役の場合に 3 人が各々異なる 候補者を推 

しているときなどであ り，この ょう な場合，効 

果的に会計監査人を 選任することができる。 な 

お，この場合，監査役の 過半数の同意が 得られ 

ないというのが ，合理的な範囲内の 問題でない 

ときは，監査役の 善 管 義務違反が認められるこ 

ともあ り，監査役の 解任理由となりうる。 

(3)  株主総会における 選任手続 

会計監査人は ，株主総会で 選任されるが ，会 
社の設立の場合においては ，会計監査人は ，発 

起人が会社の 設立に際して 発行する株式の 総数 

を引き受けたとき ( 発起設立の場合 ) ほ ，発起 

人によって選任され ，この場合，発起人の 議決 

権 の過半数をもって 決しその他のと ぎ ( 募集 

設立の場合 ) は，創立総会において 選任され， 

この場合は，株式引受人の 議決権 の 3 分の 2 以 

上にして，かつ 引受あ る株式の総数の 過半数に 

あ たる多数をもって 決する ( 商法特例 法 3 条 ェ 

項 ・ 4 項・ 5 項，商法 170 条 2 項，同法 180 条 2 

項 ) 。 設立の場合に ， 会計監査人の 選任を認め 

たのは，会社が 設立したとぎから ，ただちに会 

計監査人の監査が 行なえる よう にしておくこと 
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が 望ましいからであ る ", 。 ともあ れ， 会計監査 

人の選任を株主総会の 権 限としたことは 取締役 

ゼこ 対する会計監査人の 独立性を保障するための 

適切な措置であ った ， 。 ， 。 

株主総会において 会計監査人を 選任する。 こ 

は ，普通決議 ( 商法 239 条 1 項 ) で行な う こと 

ができる。 その定足数については ，取締役・監 

査役の選任のような 制限 ( 商法 256 条 ノ 2, 同 

法 280 条 1 項 ) はない。 この場合，議決権 を有 

する株主の数が 1,000 人以上の会社にあ って 

は，株主総会の 招集の通知には ，議決権 の行使 

について参考となるべ き 事項として，法務省令 

で定めるものを 記載した書類を 添付しなければ 

ならない ( 商法特例 法 四条の 2) から，会計監査 

人の選任に関する 議案の場合， ィ ・ 補 候者が公 

認会計士であ るときは， その氏名，事務所， 生 

年月日および 略歴， ロ ・候補者が監査法人であ 

るときは，その 名称，事務所および 沿革を記載す 

ることを要し ，監査役の請求に よ り提出された 

ものであ るときほ，その 旨も記載し議案が 株 

主の提出に係るものであ るときほ，議案が 株主 

の提出に係る 旨 ， その株主の持株数および 議案 

に対する取締役会の 意見を記載しなければなら 

ず ， 当該議案に関する 事項を記載した 書面が， 

株主の提案権 に基づいて株主総会の 会日の 6 週 

間前まで。 こ 提出されているとき ( 商法 2 ㌍ 条ノ 

2 第 2 項 ) は ， 明らかに虚偽であ る場合を除い 

て， その内容を記載しなければならない ( 大会 

社の株主総会の 招集通知に添付すべき 参考書類 

等に関する規則 3 条 1 項 1 号・ 2 号， 4 項，同 

規則 4 条 1 項 2 号 ) 。 

(4) 会計監査 ノ、 の 員数 

会計監査人の 員数についてほ ，商法特例法は 

特別な規定を 置いていないので ， 工人さはた 1 

法人を選任しておけば よ いのであ るが，必要に 

応じて複数の 会計監査人を 選任することもでき 

る。 この場合，定款でその 最低限または 最高眠 

を 定めておくこともできる。 

会計監査人を 複数選任したからといって ，そ 

の職務の責任までその 割合に応じてその 分だ け 

軽減されることはなく ， 会計監査人は 各々職務 

全体の責任を 負 う こと 申 こなる。 職務分担を定め 

ないときほ，理論上 は ，複数の監査報告書が 提 

出され， それぞれ，監査意見を 異にするという 

ことも生ずる。 この場合，最終的には ，株主総 

会の判断に委ねることになる 和 。 各会計監査人 

ほ監査の能率をはかるためにその 職務を分担す 

ることは差し 支えないが，その 職務を他人に 委 

任することは 許されない。 ただ， その職務を行 

なうに際して ，会計監査人自身の 責任におい 

て， たとえ公認会計土の 資格を右しない 者であ 

っても，補助者としてその 者を使用することは 

できる。 けれども，会計監査人の 欠格事由 ( 商 

法特例 法 4 条 2 項 ) に該当する公認会計士， 会 

社 または子会社の 取締役，監査役または 使用人 

であ る者， および会社またはその 子会社から公 

認会計士または 監査 法ソ、 の 業務以外の業務に よ 

り継続的な報酬を 受けている者を 使用してはな 

らない ( 商法特例注 7 条 5 項 ) 。 

なお，会計監査人として ，監査法人を 選任ず 

る場合は格別，公認会計士を 選任すると ぎ は， 
複数の公認会計士を 選任することが 実際上は望 

ましいと思われる。 単独の公認会計士が ，会計 

監査 ノ 、 として会計監査を 担当する場合には ， 監 

査の過程で生じた 過誤や見落しが 訂正されにく 

く， また， 被 " 発会社の都合に 応じた不当な 監 

査意見の表明が 行なわれる危険が 伴ないやすい 

からであ る。 

(5) 監査法人の選任 
監査法人が会計監査 ノ、 に 選任された場合。 ", 

は ，その職務を 行な う べ き 社員，すなわち 職務 

担当社員を指名し ， 会社に通知しなければなら 

ない ( 商法特例 法 5 条前段 ) が， これは，責任 

の所在が明らかになるという 点で，会社にとっ 

ても便利であ る。 監査法人が財務書類について 

証明をする場合には ，当該証明に 係る業務を執 

付 した社員は， 当該証明書にその 資格を表示し 

て自署しかっ ， 自己の印を押さなければなら 
ない ( 公認会計士法 34 条の 12 第 2 項 ) 。 

監査法人が会計監査人に 選任された場合， そ 
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の 職務を行な う べき社員を指名すると ぎ は，会 

計監査人の欠格事由 ( 商法特例 法 4 条 2 項 ) の 

うち，会社の 子会社もしくはその 取締役もしく 

は監査役から 公認会計士もしくほ 監査法人の業 

務以外の業務により 継続的な報酬を 受けている 

者 また ほ その配偶者を 指名することができない 

( 商法特例 法 5 条後段，同法 4 条 2 項 2 号 ) 。 こ 

の規定によって ，公認会計士法でふれていない 

欠格事由について ，監査法人の 職務担当社員に 

ついても及ばすことが 明らかにされているので 

あ る。 監査法人の社員のうち 半数以上がこの 欠 

格事由に該当するときは ，その監査法人ほ 会計 

監査人になることはできない ( 商法特例 法 4 条 

2 項 4 号後段 ) 。 しかし， 社員の半数未満がこ 

の 欠格事由に該当していても ，その監査法人は 

会計監査人となることができる。 この場合，欠 

格事由に該当する 社員によって 監査が行なわれ 

た場合，その 監査の効力が 問題となる。 監査し 

た当事者 は ，法律上監査法人であ るから，監査 

の 効力に影響を 及ばすことほないが ，当該社員 

が関与したこと v こ よって不適正な 監査がなさ 

れ，会社に損害が 生じたようなときは ，当該監 

査法人またはその ょう な事態を看過した 取締役 

の 責任が生ずる 場合があ ると解すべぎであ ろ 

（ ノ ケ 

また，監査法人の 社員のうちに ，業務の停止 

の処分を受 け ，その停止の 期間を経過しない 者 

が工人でもいれば ，その監査法人は 会計監査人 

となることはできない ( 商法特例 法 4 条 2 項 4 

号前段 ) 。 監査法人についてのその 他の欠格事 

由に関しては ，公認会計士法 34 条の u 第 3 項 v こ 

おいて明らかにされている ( 商法特例 法 4 条 2 

項 1 号 ) 。 

なお，会計監査として 現在就任している 公認 

会計士が ， 監査 法ノ、 0 社員となり， この監査人 

の関与社員として ，従前どおり 監査を続ける 場 

合にはこの公認会計士個人との 監査契約を解消 

して，改めて 当該監査法人を 会計監査人として 

選任する必要があ る。 

(6)  会計監査人代行者の 選任 

会計監査人が 欠けた場合， または定款で 定め 

た会計監査人の 員数が欠けた 場合において ，遅 

滞なく会計監査人が 選任されないときは ，監査 

役は，その過半数の 同意をもって め ，一時会計 

監査人の職務を 行な う べ き 者 ( 会計監査人代行 

者 ) を 選任しなければならない り ( 商法特例 法 

6 条の 4) 。 この場合，取締役会の 意向を徴し， 

あ るいはその承認を 得ることを必要としない。 

「会計監査人が 欠けた場合」とは ，欠格事由 

( 商法特例 法 4 条 2 項 ) の発生，辞任，死亡，監 

査法人の解散，その 他監査役全員の 同意に よ る 

解任 ( 商法特例 法 6 条の 2) があ ったときであ 

る。 株主総会に よ る解任 ( 商法特例 法 6 条 ) に 

よっても，会計監査人が 欠けた場合が 生ずる 

が ， この場合は当該株主総会において 後任者を 

選任することが 容易であ るから，会計監査人が 

欠けた状態にほなりにくいものと 考えられる。 

「遅滞なく」 とし ぅ のは， 会計監査人を 選任し 

ないで，そのまま 放置することによって 監査の 

業務が支障をぎたさないようにすることを 意味 

する，。 ，。 したがって，その 時期に応じて 個別的 

に判断することになるから ，会計監査人が 欠け 

た場合であ っても，株主総会がすみやかに 開催 

される場合には ，監査役は会計監査人代行者を 

選任する必要はないということになる。 

会計監査人代行者の 選任の際にほ ， 仮 取締役 

・ 仮 監査役の場合 ( 商法 258 条 2 項， 同法 280 

条 1 項 ) と異なり，裁判所は 関与しない。 その 

理由は，会計監査人代行者といえども ，会計監 

査人と同一の 適格性が要件とされている ( 商法 

特例 法 6 条の 4 第 2 項，同法 4 条，同法 5 条 ) 

のであ り不当に選任が 行なわれるおそれが 少な 

いからであ る。 

会計監査人が 欠けた場合に ，監査役が選任す 

るの ほ ，会計監査人そのものでなく ，一時会計 

監査人の職務を 行な 5 者，すなわち 会計監査人 

代行者 ( 仮 会計監査人 ) であ るにすぎない。 し 

たがって，会計監査人代行者の 任期についての 

規定，。 ) はなく，会計監査人の 任期に関する 規定 

( 商法特例 法 5 条の 2 第 1 項 ) の適用はない。 
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また，定時総会において 別段の決議がなければ 

再任されたものとみなされる 規定 ( 商法特例 法 

5 条の 2 第 2 項 ) の適用もない。 会計監査人代 

行者の任期は ，監査役に 26 選任後の株主総会 

において会計監査人が 選任されるまでというこ 

とになる。 

会計監査人代行者 は ，一時会計監査人の 職務 

を行な う 者にすぎない 臨時的・暫定的措置であ 

るけれども，会計監査人の 資格に関する 規定， 

監査職務を行な う べき社員の指定に 関する規定 

および一定の 事由があ るときの監査役の 解任に 

関する規定 ( 商法特例 法 4 条， 同法 5 条， 同法 

6 条の 2) が準用される ( 商法特例 法 5 条の 2 

第 3 項 ) 。 

会計監査人代行者を ，本来の会計監査人とす 

るには，株主総会において 改めて選任決議をし 

なければならない。 また，すでに 述べた よう 

に， いわゆる自動再任ということはあ りえない 

ので，本来の 会計監査人が 欠けている以上，株 

主総会が開催されると ぎ は，取締役 は ，会計監 

査人選任の議題を 総会に提出しなければならな 
い 2fnl   

会計監査人が 欠けているのに ，あ るいは定款 

で 定めた員数を 欠いているのに ，会計監査人の 

選任を取締役が 株主総会の議題とせず ，監査役 

もこれを放置するときは ， 100 万円以下の過料 

に処せられる ( 商法特例 法 3(H 条 1 項 1 号 ) 。 し 

かし， これ ンこ 違反して会計監査人または 会計監 

査人代行者の 選任が遅れ，あ るいは定時総会の 
会日の 8 週間前 ( 商法特例 法 12 条 1 項 ) を過ぎ 

て選任した場合でも ，結局，計算書類および 附 
属明細書について ，会計監査人代行者の 監査が 

なされ，監査報告書が 作成されたならば ，決算 

の確定ないし 計算書類の承認決議の 効力に影響 

はないものと 解されている "' 。 

(7)  会計監査人の 選任に関する 意見陳述 権 

会計監査人は ，会計監査人の 選任について ， 

株主総会に出席して 意見を述べることができる 

( 商法特例 法 6 条の 3) 。 これは，会計監査人の 

選任を適正にし ，会計監査人の 意見を株主総会 

に 反映させ， もって，会計監査人の 地位の安定 

と強化をはかろうとするものであ るから，監査 

役が株主総会において 監査役の選任につき 意見 

を述べることができる ( 商法 275 条 ノ 3) とい 

う制度と同一の 趣旨のものといえる。 株主総会 

は ，会計監査人の 意見を参考にして 決すること 

になるが，会計監査人が 意見の陳述を 求めたの 

に，陳述の機会を 与えないで，会計監査人の 選 

任決議をしだときほ ，決議方法が 法令違反とし 

て 総会決議 取消 事由 ( 商法 247 条 1 項 1 号 ) と 

なる。 なお，選任についての 意見陳述 権 が認め 

られている会計監査人は ， 現に在任している 会 

計監査人であ って，選任されようとしている 者 

または解任後の 会計監査人は 含まれない ", 。 

(8)  欠格事由あ る者の選任 

会計監査人として ，欠格事由 ( 商法特例 法 4 

条 2 項 ) を有する者が 選任された場合は ，その 

選任は無効であ り， したがってその 者がした 監 

査も当然に無効であ る，。 ) 。 単に公認会計士法違 

反による懲戒処分にとどまるものではない。 ま 

た，選任された 時点では，会計監査人として 適 

格であ った者が，その 後，商法特例 法 4 条 2 項 

に定める欠格事由に 該当することになった 場合 

は ，その時点から 会計監査人としての 地位を喪 

失すると解すべきであ る 織 。 したがって， この 

場合も，会計監査人としての 資格のない者が ， 

会計監査人としての 監査をしてもその 監査報告 

書は無効な報告書であ るから，たとえ 監査役の 

適法意見があ ったとしても ，計算書類は 確定す 

るものではない。 

また，たとえ 株主総会が計算書類について 承 

認決議をしたとしても ，無効な監査報告書が 有 

効 となるものではないから ，あ るいは，計算書 

類が適法な監査を 受けていることはその 確定の 

ための要件であ るから，適格者の 作成した監査 

報告書で ヵ バ ー されない計算書類は ，承認決議 

としてそれ自体が 違法であ り，決議の無効原因 

になると解する 立場があ る 繊 。 しかしこの考 

え方に対しては ，決議 取 消の訴えの事由 ( 商 

法 247 条Ⅰ 項 1 号 ) になると解する 立場 ", もあ 
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り ，その理由は ，招集通知に 監査報告書を 添 

付しなかった 暇 疵を帯びる点にあ る ") 。 定時総 

会に監査報告書の 謄木を添付することを 要する 

( 商法 283 条 2 項 ) としたのは，有効な 監査報告 

書を前提とするものと 解すべきであ り，そうで 

あ れば，無効な 監査報告書が 添付されても ，そ 

の場合 は ，監査報告書が 添付されなかったこと 

と同じであ るから，総会決議の 取 消 事由に該当 

すると解すべきであ る。 

I11. 会計監査人の 任期 

会計監査人の 任期は，就任後 t 年内の最終の 

決算期に関する 定時総会の終結の 時までであ る 

( 商法特例 法 5 条の 2 第 1 項 ) 。 

会計監査人の 任期を 1 年とした理由は ，第一 

に，昭和 49 年の商法改正以前においては ，監査 

役の任期が 1 年であ ったごと，第二に ，会計 監 

査 人の監査が会計監査であ り，通常の会社にお 

いては 1 年決算の制度を 採用していたことであ 

6  34)36) 。 また，定時総会の 終結の時までと 定め 

たのほ，計算書類等について 会計監査人と 監査 

役とが意見を 異にするときは ，会計監査人は 定 

時 総会に出席して 意見を述べることができる 

( 商法特例 法 17 条 1 項 ) し ， また，定時総会に 

おいて会計監査人の 出席を要求する 決議があ る 

ときは，会計監査人は 定時総会に出席して 意見 

を述べる義務があ る ( 商法特例 法 17 条 2 項 ) か 

ら ，定時総会終結まで ， 同一の会計監査人によ 

って意見を陳述することが 適当だからであ 

る⑥。 半年決算の会社では ，次の次の定時総会 

の終結時に任期満了となる。 このように会計 監 

査 人の任期は 1 年であ るから， これより長い 任 

期または短かい 任期を定めて ，会計監査人を 選 

任しても，その 任期の定めは 無効であ る㊥。 

定時総会で別段の 決議がなければ ，その総会 

において再任されたものとみなされる ( 商法 特 

御法 5 条の 2 第 2 項 ) 。 会計監査人の 独立性を 

確保し，公正な 会計監査を期するためには ，毎 
年会計監査人の 地位について 考慮することは 適 

当 ではないからであ る。 具体的な事例でいえ 

ば， たとえば， 「監査報告書には ， 会社 ( 取締 

役 ) の不利にならないように 記載しなければ ， 

他の人に監査をお 願いすることになる。 」とし 

ぅ ような会社側の 態度に対して ， 「他の人」が 

現われにくくするためには ，会計監査人の 地位 

を固める必要があ るからであ る③。 すなわち， 

会計監査人の 任期は，その 他位の堅固・その 独 

立件の保持という 点で極めて重要な 意味を有す 

るのであ る。 この点，任期が 2 年と定められて 

いる監査役よりは ，地位そのものとしては ，む 

しろ安定しているものといえよう。 けれども， 

反面においては ， 同一の公認会計士や 同一の監 

査法人ないし ほ その社員が，長期にわたって 同 

じ 会社の監査担当者になっていることは 決して 

望ましいことではないといえる 39, 。 企業の監査 

を長い年月にわたり 継続することは ，実態把握 

がより充分に 行なわれるという 利点も考えられ 

るが， 問題とすべぎであ ろう。 

会計監査人を 再任しないという 旨の別段の決 

議をする場合も ，選任のときと 同様に，監査役 

の過半数の同意が 必要であ り，監査役の 側から 

積極的に会計監査人を 再任しないことの 議題 

を ，監査役の過半数の 同意をもって ，株主総会 

に提出するよ う 取締役に請求することができる 

( 商法特例 法 5 条の 2 第 3 項 ) 。 当該株主総会 

で ， 別の会計監査人が 選任されても ，現在就任 

している会計監査人の 後任者であ ることが明ら 

かにされていなければ ，退任ということはあ り 

そない。 選任のとぎと 同様，株主の 提案権 行使 

の結集として ，会計監査人を 再任しないことを 

株主総会の会議の 目的とする場合には ，監査役 

の 過半数の同意 は 必要としない。 会計監査人を 

再任しない旨の 決議については ，特定の会計監 

査人を再任しないということが 会議の目的 ( 議 

題 ) となるのであ るから， この場合には ，その 

議題は同時に 議案でもあ るため，議題について 

だ け 規定されているのであ る。 。 ' 。 

会計監査人を 再任しないことが ，株主総会の 

議案とされた 場合，その不再任が 自己に関する 
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か 否か，不再任が 違法または著しく 不当であ る 

かを問わず，会計監査人は 株主総会に出席し 

て， それにっき意見を 述べることができる ( 商 

法特例 法 6 条の 3)0 

IV. 会計監査人の 解任 

( 一 ) 昭和 49 年商法特例 法 における解任 

昭和 56 年商法改正前においては ，会計監査人 

を 解任するには ，監査役の過半数の 同意を得 

て，取締役会の 決議をもってすることを 要し， 

会計監査人を 解任したときは ，取締役は，その 

旨 および解任の 理由を株主総会に 報告しなけれ 

ばならず，解任された 会計監査人が 当該株主総 

会 03 日前までに，会社に 対して，書面で 自己 

の解任についての 意見を通知したときは ，取締 

役は，その意見の 要旨を株主総会に 報告しなけ 

ればならない ( 旧商法特例 法 6 条 ) とされてい 

た 。 このような取扱いは ，会計監査人の 監査の 

独立性およびその 監査に対する 信頼ならびに 会 

計監査人の地位の 安定をはかることによって ， 

監査の実効を 確保するためのものであ った。 

会計監査人と 会社との法律関係は 準委任 ( 民 

法 656 条 ) であ るから，会社はいつでも 取締役 

会の決議で会計監査人を 解任することができる 

( 民法 656 条 1 項 ) が，会計監査人の 職務の重要 

性および監査役の 職務と関連があ ることにかん 

がみて，その 解任については ，その選任の 場合 

と 同様に，監査役の 過半数の同意を 要するもの 

としたのであ る。 解任の理由は 別に制限されて 

いなかったから ，会社は正当の 理由がなくて 

も，会計監査人を 解任することができるが ， 会 

計 監査人の任期について 定めがあ るときは，解 

任された会計監査人は ，会社に対し 損害賠償を 

請求することができる。 、 ) と 解されていた。 

( 二 )  昭和 56 年改正商法特例 法 における解任 

(1)  株主総会による 解任 

会計監査人は ，いつでも，株主総会の 決議を 

もって解任することができるが ，取締役は ，会 

計 監査人の解任に 関する議案を 株主総会に提出 

するには，監査役の 過半数の同意を 得なければ 

ならず， また，監査役は ，その過半数の 同意を 

もって，取締役に 対し会計監査人の 解任を株 

主総会の会議の 目的 ( 議題 ) とすることを 請求 

でき，解任された 会計監査 ノ、 ほ ，その解任につ 

いて正当な理由があ る場合を除き ，会社に対 

し これによって 生じた損害の 賠償を請求する 

ことができる ( 商法特例 法 6 条， 同法 3 条 2 項 

・ 3 項前段 ) 。 会計監査人は 解任について ， 株 

主総会に出席して 意見を述べることができる 

( 商法特例 法 6 条の 3) が，意見を述べること 

のできるのは ，現に在任している 会計監査人で 

あ って，解任されてしまっている 会計監査人は 

意見を述べることはできない。 解任されている 

会計監査人にこれが 許されるのは ，監査役全員 

の同意で解任された 場合 ( 商法特例 法 6 条の 2 

第 3 項 ) だけであ る。 

取締役または 監査役を解任するためには ，特 

別決議を必要とする ( 商法 257 条 1 項， 2 項， 

同法 280 条，同法 343 条 ) が，会計監査人を 解 

任する場合は 通常決議 ( 商法 239 条Ⅰ 項 ) で足 

りる。 これは，会計監査人が ，取締役および 監 

査 役と異なり，会社の 機関ではなく ，特別決議 

を必要としなければならない 特段の理由がない 

ためであ る。 " 。 

この ょぅ @ こ ，株主総会の 決議で解任できる ょ 

う にしたのほ， 会計監査人が 株主総会によって 

選任されることによって ，株主との信頼関係の 

もとに会計の 監査を付託された 以上， この信頼 

関係が失なわれだ 場合には，いつでも 解任でき 

るというべきだからであ る 43, 。 

(2) 監査役全員の 決議に よ る解任 

会計監査人が ，①職務上の 義務に違反し ， ま 

たは職務を怠ったとき ，②会計監査人たるにふ 

さわしくない 非行があ ったとき，③心身の 故障 

のため，職務の 遂行に支障があ り，またはこれ 

に 堪えないとき ，のいずれかに 該当すると ぎ 

は，監査役の 全員の同意をもって 解任すること 

ができるが， この場合，監査役は ， その 旨おょ 
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び 解任の理由を 解任後最初に 招集される株主総 

会に報告することを 要し，その際，解任された 

会計監査人は 株主総会に出席して 意見を述べる 

ことができる ( 商法特例 法 6 条の 2)0 

解任後最初に 招集される株主総会とは ， この 

報告のためにわざわざ 株主総会を開く 必要はな 

いということであ るが，株主総会が ， この監査 

役の報告を受けて ，解任された 会計監査人の 解 
任についての 意見がもっともであ り，解任は不 

当 であ ると解したところで ，会計監査人の 解任 

の効力は変わるものではない。 そのような不当 

な解任をした 監査役が，株主の 信頼を失な う こ 

とになるにすぎない。 

もっとも，解任された 会計監査人に 対して， 

解任につぎ意見陳述 権 ( 商法特例 法 6 条の 2 第 

3 項 ) が認められていることは ，会計監査人の 

独立性という 点で意義深い 制度であ るといえよ 

う。 。 ， 。 すなわち，解任された 会計監査人の 意見 

表明の権 利は，それによって 会計監査人の 不当 

な 解任を事実上阻止して ，その独立性を 保持さ 
せることができる。 したがって，前述の 2 5 沖こ 

会計監査人解任後最初に 招集された株主総会 

で，監査役は 解任およびその 理由を報告する 必 

要 があ るけれども，その 報告の中で会社にとっ 

て都合の悪い 部分を省略して 報告することが ， 

実際上不可能になったと 考えられる。 

会計監査人の 解任事由は， 「計算・公開改正 
試案」，「要綱 案 」および「要綱」の 段階では， 

「 a その職務上の 義務に著しく 違反し，又は 違 

反するおそれがあ るとき， b 心身の故障のた 

め，職務の遂行に 支障があ り，又はこれに 堪え 
ないとき」というものであ ったが，昭和 56 年改 

正商法特例 法 では，「会計監査人たるにふさわ 

しくない非行があ ったとき」が 独立して追加さ 

れ， a の事由が①のように 修正されている。 会 

計監査人にとって 一層厳しくなったこのような 

解任事由を，会社は 定款等によって 拡大するこ 

とも縮小することもできないと 解すべきであ 

る 。 

さらに検討すべ き 事項としては ， 「職務上の 

義務」とは，報告義務を 指すのか，それとも 最 
広義に会計監査人の 果たすべき責務と 解するの 

か，また， 「職務を怠ったとき」とほ ，監査の 

方法が相当でないとされる よう に，監査手続を 

一定水準まで 実施しなかったことを 指すのか， 

あ るいは公認会計士法 3(M 条 2 項に示されす よ う 

に， 「相当の注意を 怠 、 り 」と同義に解するの 

か 如 ， という課題が 提げられている。 

会計監査人の 解任事由のうち ，昭和 56 年改正 

商法特例 法 により新しく 追加された「会計監査 

人たるにふさわしくない 非行があ ったとき」の 

意味については ，緊急に追加された 事由だ けヰこ 

疑義が生ずる。 この表現 は ，国家公務員法 82 条 

3 号の「国民全体の 奉仕者たるにふさわしくな 

い 非行」という 表現にならったもの㈲と 伝えら 

れている " 。 この事由に該当する 場合は，その 

会社についてではなくてもその 他の場所，たと 

えば他の会社において ，職務上の義務違反，任 

務 脩怠 があ った場合等。 。 ，が 考えられている。 具 

体 的には，会計監査人が 他の会社の監査におい 

て，その会社の 粉飾決算を黙認した 場合切や秘 

密保持の不遵守等が 考えられる。 私生活上の非 

行は直接俳頭におかれていないものの ，破廉恥 
罪を犯した場合などは ，それが直接に 会計監査 

人としての適格性に 関係をもたないものであ っ 

ても，社会通念上会計監査人としてふさわしく 

ないという評価がなされることがあ り ぅる ⑨か 

ら，かなり相対的に「非行」を 理解し ぅ るとい 

9 点で，運用の 仕方いかんによって ，会計監査 

人にとって厳しい 適用がなされる 余地を多分に 

残しているといえる。 

商法特例 法 6 条の 2 第 1 項 3 号の「心身の 故 

障のため，職務の 遂行に支障があ り，又はこれ 
に 堪えないとき」というのは ，国家公務員法 78 

条 2 号に該当する 内容であ り，特に議論を 要す 

るものでほない。 

なお，会計監査人にこの ょう な解任の法定事 

虫 があ っても，株主総会の 開催が間近に 予定さ 

れ，それをまって 解任しても会社に 著しい損害 
を生じないときは ，監査役は解任すべきでな 
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く ，株主総会の 解任決議にゆだれるべきであ 

る " と 解されているが ，疑問であ る。 

会計監査人の 選任 権 が株主総会にあ るにもか 

かわらず，監査役全員の 同意があ れば，会計監 

査人を解任できるとしたのは ，会計監査人の 任 

期の途中で解任を 適当とする事由が 生じた場 

合，臨時株主総会を 招集し解任決議をしなけ 

ればならないとすれば ，大会社にあ っては会計 

監査人の改選のためにのみ 臨時総会を至急開催 

することは，不可能であ るか，あ るいは多くの 

費用と時間を 要するだめ極めて 困難であ るとい 

う点が考慮されたからであ る。 この ょう な場合 

は，事柄の緊急性からして 已むをえぬ措置 と 認、 

めざるをえたい。 

監査役に よ る解任が子容易になされないよう 

解任事由を設 け ， しかも， この ょう な解任事由 

に該当するか 否かを判断する 際に，軽率になら 

ないよう，慎重を 期するという 趣旨から，監査 

役全員の同意という 要件を課している。 監査役 

全員の同意があ れば，ただちに 会計監査人の 解 

任の効力を生ずる。 監査役全員の 同意がない場 

合は． または解任事由がない 場合は ，仮 りに 監 

査 役に よ る解任がなされてもその 会計監査人の 

解任は無効であ る。 この場合の解任無効という 

ことは，後任の 会計監査人が 選任され，あ るい 

は一時会計監査人の 職務を行な う べき者を選任 

する手続がとられても 変 るものではない り， と 

解されている。 その後の最初に 招集された株主 

総会で，監査役がその 旨を報告しても 法律上意 

味 のあ るものではなく ，必要があ れば，当該会 

計監査人は，当該総会において 意見を述べるこ 

とができる ( 商法特例 法 6 条の 2 第 3 項類推適 

用 ) 。 監査役全員の 同意のない解任であ っても， 

その後，全員の 同意が得られたならば ，要件の 

暇 疵は治癒され ，会計監査人の 解任は有効にな 

ると解すべきであ る。 しかし，次の 総会で別の 

会計監査人の 選任がされれば ，その決議は ，解 

任された前会計監査人を 解任し または再任し 

ないとの趣旨を 含むものと解されるから ，も @ 

やその地位にあ ることを主張するこ 目 ，できた 

くなると解しても 已むをえないといわざるをえ 

ない。 3, 。 

監査役全員の 同意をもって 会計監査人を 解任 

したときは，解任後最初に 招集される株主総会 

で，監査役が 解任と解任の 理由を報告すること 

を 要するが， これは，解任について 株主に周知 

させるとともに ，解任の理由をも 株主総会に 

て，解任の当否を 明らかにさせ ，かつ，解任さ 

れ だ 会計監査人に 意見を陳述させることによっ 

て会計監査人の 独立性を保障し ，監査役の不当 

な 解任を抑制しようとするものであ る 縛 。 不当 

な解任ということになると ，監査役が違法行為 

をしていると L づ ことで株主総会で 解任される 

こともあ りうる。 不当な解任であ るという立場 

の会計監査人の 防禦手段としては ，裁判所に対 

して，会計監査人たる 地位を確認する 訴えを提 

起することになる。 。 ， 。 

この ょう に解任を前提にして ，一時会計監査 

人の職務を行な う べ き 者が選任され ，その者に 

よ りなされた監査は ，たとえ，解任された 会計 

監査人が勝訴しても ，無効と解することはでき 

ない。 会計監査人代行者も ，公認会計士または 

監査法人としての 資格を有するものだからであ 

る 56) 。 他方，無効な 会計監査人の 解任を前提と 

してなされた 会計監査人代行者の 監査は無効で 

あ ると解する立場があ る。 すなわち， この場合 

は，監査手続に 暇疵 があ るということになるか 

ら，あ らためて決算手続を 行ない，計算書類を 

確定し利益処分決議を 行な う ことによって 暇 

疵を治癒することができ ，株主が右する 新しい 

利益配当請求権 と会社が有する 前の配当につい 

ての不当利得返還請求権 を相殺するということ 

もできる 57,, と 解されている。 しかし， このよ 

う 。 こ 複雑に解する 必要はないと 考える。 

監査役が株主総会への 報告を怠った 場合 は ， 

監査役の任務 僻怠 とはなっても ，会計監査人の 

解任という効力には 影響がない。 この場合の株 

主総会報告は ，会計監査人の 解任のだめの 要件 

とは解せられないからであ る⑧ " 

なお，会計監査人が 解任されるなどして ， た 
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とえば，会計監査人が 交替するような 場合に 

は，前任会計監査人と 新任会計監査人との 間の 

連絡を緊密にすること ，監査役もまたその 間に 

あ って，新任会計監査人の 監査のために 充分の 

配慮をなすことが 必要であ る。 。 ，と 提言されてい 

る 。 他方， ァメリヵ の連邦証券取引所法のもと 

での証券取引委員会規則に 対応して，わが 国で 

も，会計監査人の 交替が行なわれるときほ ，そ 

れが前任会計監査人の 解任に よ るか，新しい 会 

計 監査人の選任に よ るかを問 う ことなく，会社 

が，その交替前に 会社と前任会計監査人との 間 

で最近 2 年間に生じた 会計処理に関する 意見の 

衝突を明らかにするとともに ，面会計監査人に 

これについての 意見表明の機会を 与えるべ き で 

あ る。 のとの立法論が 主張されている。 

V. 会計監査人の 地位 

現行商法特例法は ，会計監査人の 資格，欠格 

事由，選任，任期，解任，欠員の 場合の措置， 

職務権 限および責任について 規定しているが ， 

これらの規定の 多くは，昭和 56 年の同法改正に 

ょり，主として 会計監査人の 地位を強化するた 

めに，改正または 新設されたものであ る。 この 

会計監査人の 地位に関する 問題は，会計監査人 

と監査役・取締役会との 関係，あ るいは，会計 

監査人の権 限・責任を理解する ぅ えでの前提と 

なる問題でもあ る。 

( 一 )  会計監査人の 機関性の有無 

会計監査人は ，計算書類を 監査することを 職 

責とする ( 商法特例 法 2 条 ) 。 その場合， 営業 

報告書とその 附属明細書 は ，会計に関する 部分 

にかぎって監査することを 要する。 そのため ンこ 

は ，営業年度中においても 会計を監査すること 

が必要になるので ，職務執行のあ り方は監査役 

に類似する。 もちろん，会計監査人が 株主総会 

のような意思決定機関ではなく ，取締役会の ょ 

うな業務執行機関でもなく ，また代表取締役の 
ような代表機関でないことはい う までもない 

が ，会計監査人は 監査役と並列する 町会社の機 

関であ るか否か ャ こついて見解は 分かれている。 

会計監査人ほ ，会社との契約によって 事務の 

委託を受けた 者 ( 民法 656 条 ) にすぎず，監査 

役の ょ 5 な 会社の機関ではない㈱ ， と 解する 立 

場 があ る。 その理由は，形式的には ，商法第 3 

節「会社の機関」 ( 商法 230 条の 10 ～ 280 条 ) の 

中に規定されないで ，商法特例 法 でもって別に 

規定されていること ，実質的には ，上位機関 た 

る 株主総会に よ る会計監査人の 選任は，選任さ 

れた会計監査人と 取締役において 監査契約を締 

結することによって 生ずること，会計監査人を 

機関として解することは ，中立的立場の 第三者 

および外部監査の 独立者として 実行すべき任務 

と 矛盾すること ，定款の規定に 基づき支配人を 

株主総会で選任しても ( 商法 230 条 ノ 10 参照 ), 

その支配人が 会社の機関となるわけではないの 

と同じく，会計監査人を 総会で選任したからと 

いって，会社の 機関になるわけではないこと ， 

すなわち，機関としての 株主総会，取締役会， 

代表取締役および 監査役は，株式会社の 人的構 

成要素と考えられているものであ り，総会によ 

って選任されるから 機関であ ると解することは 

できないこと。 " などであ る。 さらに，実際の 取 

扱いが機関性を 認めないこと ，特に，会計監査 

人は，複数の 会社の監査を 兼任するのが 通常で 

あ り， また，有資格・ 専門家として 強 い 独立性 

を有し，特定の 会社との深 い 密接な関係があ る 

と 解しない方が 適当であ ること，および 証券取 

引法 193 条の 2 の特別利害関係に 該当するおそ 

れをなくし会計監査人が 同一会社の監査証明 

にあ たり，費用の 節約・手続を 簡便にするのが 

望ましいことなどの 理由から，会計監査人を 機 

関とは解しないのであ る " 。 ， 。 

これに対して ，会計監査人を 会社の機関と 解 

する立場は，会計監査人は 原則として株主総会 

により選任され ，会計監査人によって 実施され 

る 監査 は ，会社の組織に 属するものであ り，取 

締役からの独立性を 有し，裁判所により 選任さ 
れる検査役 ( 商法 173 条，同法 181 条 ，同法 280 
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条ノ 2, 同法 294 条，同法 388 条，同法 452 条 ) 

も会社の機関と 考えられていることとの 対比か 

らして， また，証券取引法上の 監査と異なり ， 

会計監査人の 監査手続を経ないと ， 一 営業年度 

を確定的に終結させるための 株主総会を適法に 

開催，終了させることができな L. 、 のであ り，会 

計監査人が監査役に 近い職務権 限を有するとこ 

ろから，会計監査 ノ、 を 機関と解している よう で 

あ る。 " 。 

しかし，会計監査人を 会社の機関と 解するこ 

とができても ， そ c 場合， さらに，機関として 

の会計監査人の 責任の問題および 他の機関との 

理論的整合の 問題を検討し ，解決すべき 問題が 

依然として残っているのではなかろうか。 。 ，， 

( 二 )  監査契約の締結 

株主総会の会計監査人選任決議があ っても， 

それによりただちに 会計監査人の 就任を生ずる 

ことほない。 すなわち，株主総会の 決議に基づ 

き，計算書類およびをの 附属明細書につき 会計 

面からの監査を 行な い ，所定の期間内に 監査報 

告書を作成して 提出することを 目的として，代 

表取締役が被選出者に 対して監査契約の 申込み 

をし， 被 選出者がこれを 受諾する必要があ るか 

らであ る。 監査契約の申込みに 対して，受諾す 

るかどうかは 被選出者の自由であ り， これを拒 

絶することのできるのは ， いうまでもない 6 れ 。 

もっとも， 実際上は株主総会へ 選任の議案が 提 

出される双に ，会計監査人予定者との 間で監査 

契約の内容を 実質的に詰めておき ， 内諾を得て 

おく必要があ る⑧。 

大会社のうち ，証券取引法による 監査を必要 

とする会社にあ っては，証券取引法監査と 商法 

監査との接近はあ るものの，両者の 間には若干 

の 相違があ るため，証券取引法監査についてす 

でに締結されている 監査契約が， 当然に商法 監 

査を含むものとほ 解されないから ，商法監査に 

ついては別個に 監査契約を必要とするものと 思、 

われる 糖 。 しかし証券取引法に よ る監査を必 

要としない会社にあ っては，商法特例 法 2 条に 

定める計算書類とその 附属明細書の 監査だけを 

監査目的とするのが 通常であ るから， このよう 

な問題 は 生じない， 

現行法によると ，監査役の会計監査人指名 

は，株主総会への 提案に直接つながり ，株主総 

会 に会計監査人の 選任決議権 を認めているが ， 

これは，取締役に 対する会計監査人の 独立性を 

保障するための 適切な措置であ るけれども， こ 

の ょう な現行法のあ り方に対しては 次のような 

指摘がなされている。 すなわち，現行法の 趣旨 

を徹底するならば ，取締役が，選任された 会計 

監査人と報酬を 含めて監査契約を 締結すること 

に疑問が残る ，あ るいは，選任された 会計監査 

人との契約締結権 をも監査役に 認め，そのかぎ 

りで，監査役に 会社代表権 を認め，監査役が 複 

数のときは互選に ょ 9 代表する監査役を 定める 

ことが妥当ではないかⅢ， という立法論が 展開 

されているのであ る。 会計監査人との 監査契約 

の締結の権 限を，監査役にもたせることによ 

り ，会計監査人の 取締役会からの 独立性の徹底 

をはかるには ， この考え方は ，今後検討すべ き 

立法論として 充分に評価できる ， 

なお，会計監査人になることのできない 欠格 

事由として利害関係等が ，商法特例 法 4 条 2 項 

に定められているので ，監査契約締結に 際して 

は，注意すべきであ る。 すなわち，特別の 利害 

関係ほど複雑にして 多岐にわたるものはなく ， 

この関係についていかに 法規定を整備しても ， 

それだけで律し 切れるものではないから ，監査 

契約を締結するにあ たり， 被 監査会社等と 会計 

監査人との利害関係について ，みずから査定す 

ることが，特に 会計監査人の 側において肝要で 

あ る。 

( 三 )  監査契約の性質 

会社と会計監査人との 関係は， 会計監査人を 

機関と解するか 否かにかかわらず ， 準 委任関係 

( 民法 656 条 ) と解することができる 穏 。 なぜな 

ら ，監査契約は 法律行為以覚の 事務処理の委託 

を 目的とするものだからであ る 。 しかし， 会計 
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監査人は無償で 監査を実施するものではないか 

ら，委任契約は 無償契約を原則とする 点に，監 

査契約に関して 問題は残る。 けれども，特約が 

あ れば有償性が 認められている ( 民法 648 条 1 

項 ) から，監査契約を 準委任契約と 解すること 

に 支障はないと 思われる。 したがって，会計監 

査人ほ，委任の 本旨に従って 善良な管理者の 注 

意をもって， 決算監査を遂行すべき 義務を負っ 

ている ( 民法 644 条 ) 。 

取締役および 監査役の役員報酬は ，定款にそ 

の額を定めていないときは ，株主総会で 定めな 

ければならない ( 商法 269 条，同法 280 条 ) が， 

会計監査人の 報酬請求権 については同様の 明文 

規定はないので ，その報酬の 決定 は 業務執行に 

属するものとして 取締役会の決定に 基づいて， 

会社 ( 代表取締役 ) と会計監査人との 自由な監 

査契約において 締結される。 したがって，役員 
報酬の総額を 決定する際に ，会計監査人の 報酬 

を含めて，一括して 定めることはできないと 解 

する。 この場合，会計監査人または 監査法人が 

強制加入される 社団法人日本公認会計士協会で 

定めた報酬基準が 意味をもっ ") 。 会計監査人 

は，監査手続開始にあ たり，必要と 認められる 

費用の双払を 請求することができる ( 民法 649 

条 ) し ，監査事務処理に 必要と認められる 費用 

を支出した場合は ，その費用および 支出の日以 

後の利息の支払を 請求することができる 宙 ( 民 

法 650 条 1 項 ) 。 

会計監査人は ，会社の会計監査の 誤りを発見 

してこれを是正し または誤りに 陥ることのな 

いよう指導するものであ るから， これに対して 

報酬を支払うことは 当然のことであ る。 ドイツ 

民法 622 条・同法 675 条が有償委任を 認めない，。 ， 

建前をとっているのに 対し，わが国の 民法では， 

委任契約成立の 要件としては ，報酬については 

一応無色であ る 宙 ( 民法 643 条 ) 。 わが国の民法 

M8 条は，無償を 原則とし 有償を例外として 
いるが，判例によって ，黙示の合意または 慣習 

上，有償委任が 認定され，有償委任の 場合が無 
償委任よりも 事実上多いとされている ゅ 。 委任 

契約の特色として ，委任が有償であ る場合と無 

償であ る場合とで，委任者 ( 会社 ) および受任 

者 ( 会計監査人 ) の権 利義務に差異 は ない。 と 

ころで，会計監査人の 報酬については ，企業の 

資本金，純資産あ るいは利益金等を 勘案して， 

証券取引所あ るいは国において 被 監査会社から 

強制納付させ ，すなわち， 「監査 税 」のような 
ものとし監督官庁あ るいは証券取引所から 公 

認 会計士団体へ 交付金として 交付し公認会計 

十 団体は，監査人公認会計士監査報酬を 支払う 

というような 制度にしたならば ，報酬関係によ 

る公認会計士の 独立性は完全に 守られると考え 

られる ",, との提案が公認会計士自身からすで 

になされている。 

監査契約は準委任契約と 解するから，適法な 

解任手続のほかに ，会計監査人の 死亡・破産・ 

禁 治産宣告，または 監査法人の解散によって ， 

監査契約は終了する ( 民法 653 条 ) 。 会計監査人 

に 欠格事由が生じたときも 同様であ るが，清算 

会社に会計監査人は 必要ないと解すれば ，会社 

の解散も終了原因となる "' 。 

ところで，会社と 会計監査人との 監査契約 

を，監査意見の 表示という仕事の 完成により 終 

了する請負契約と 解し監査契約は 各事業年度 

を単位に締結すべきであ る，。 ，と 解する立場があ 

る。 この見解は， 被 監査会社が行な う べき監査 

を会計監査人が 伐 って行な う ものではなく ，会 

計監査人のなす 意見の表明は ，学術論文の 審査 

またほ美術品の 鑑定と同じく ，民法にい う 仕事 

に該当すると 解している。 委任契約との 関係に 

ついては，監査意見を 表明するため ，会計監査 

人は， 被 監査会社の財産，取引，会計書類 おょ 

び 会計帳 簿の調査等，その 目的を達するため 必 

要な事務を処理しなければならないが ，その事 

務の処理 は ，監査意見の 表明という仕事を 完成 

するための手段として 契約の内容となるもので 

あ って，事務の 処理自体を内容とする 委任と 
ほ ，その性格が 異なるものといわなければなら 

ないと解する。   

しかし，監査契約は 会計監査人に よ る監査 
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( 商法特例 法 2 条 ) の実施。 こ 重点が置かれてい 

るのであ って，会計監査人の 監査意見の表明と 

いう仕事の完成に 重点を置くものではなく ， し 

たがって，監査報告書の 作成は，監査活動の 結 

果の表明および 書面上の確認としての 意味を有 

するにすぎないから ，すなわち，監査契約が 仕 

事の完成それ 自体を内容とすることを 強調する 

のは，監査報告書が 単に委任が終了したときの 

顛末報告ではないのであ るから，請負契約に L. 、 

ぅ 仕事とは異なる 80 ，。 さらに，会計監査が 会計 

監査人の業務であ ることは事実であ るが， 同時 

にそれは 被 監査会社の事務であ り，ただ 被 監査 

会社はそれを 自己の従業員等に 担当させること 

ができず，独立の 職業的専門家たる 会計監査人 

に 委嘱することが ，法律上強制されているにす 

ぎないのであ るから， この事実をもってして ， 

監査にほ委任の 要素たる事務の 他人性が欠ける 

とみるの ほ ゆきすぎであ り， まだ，会計監査人 

の 義務として，監査報告書の 作成提出のほか 

に，取締役の 不正行為を発見した 場合の特別の 

報告義務 ( 商法特例 法地 8 条 1 項 ) や ，定時総 

会への出席 権 ( 商法特例 法 17 条 ) を考慮する 

と，監査契約を 負 請 契約と解することは 難しく 

なる。 

なお，監査契約を 雇傭契約として 解すること 

ができる面もあ るかもしれないが ，雇傭契約の 

性質上使用者の 指揮命令に従 う ことになるか 

ら，会計監査人の 独立性と L づ 点で調和しな 

い 。 さらに， 監査契約の法的性質をめぐって 

ほ ，雇傭契約，請負契約および 無償性を原則と 

する委任契約にはいずれも 問題があ るとして， 

特殊の性質を 有する事務処理契約ないし ほ 委任 

類似の一種特別の 無名契約と解する 考え方 ") も 

あ る。 

VI. 会計監査人の 独立性 

会計監査人の 独立性と、 。 、 5 場合，会計監査 ノ、 

が被 監査会社から 独立した第三者でほげればな 

らないということであ るが， これについてほ ， 

経済的独立性と 精神的独立性をもって 説明され 

るのが普通であ る。 

経済的独立性というのは ，会計監査人ほ ， 被 

監査会社に対して 特別の利害関係をもたないと 

いう一定の適格者としての 条件であ る。 そし 

て ，精神的独立性というのは ，会計監査人が 独 

立不轟の第姉者として ， い かなる圧迫や 誘惑に 

も屈することなく ，常に公正不偏の 態度をもっ 

て監査を実施しなければならないことを 要求す 

るものであ り， この精神的態度における 独立性 

こそ，会計監査人の 最も重要な監査行為上の 要 

件となっていることほ ， 近代監査の制度におい 

て，疑いもなき 常識となっている ぬ， と 説明さ 

れている。 

ァメリヵ においては，証券取引委員会であ る 

SEC 。 Secu, Ⅲ e, EXchange Commi,,i0n コに 提 

出される報告書に 含まれる財務諸表は ，公認会 

計士の監査を 受げなければならないが ， SEC 

ほ ，監査人たる 公認会計士の 独立性を強く 要求 

しており，それに 応じて， アメリカ公認会計士 

協会であ る AICPA  (American Ins 面 ute of 

Certi6ed Public Accountants コは ，みずから倫 

理規程 (Code of Professional Ethic, を備え 

て ， 独立性の保持に 努力を払ってきた。 このよ 

うに， アメリカでは ， アメリカ公認会計士協会 

が，精神的独立性を 建前としていることに 関連 

して，会計監査人の 独立性は基本的には 精神的 

態度であ るはれども，それは 財務諸表に対する 

会計監査人の 意見表明における 独立性でなけれ 

ばならず，監査行為のプロセスにおける 独立性 

の実際的尺度として ，監査計画における 独立 

性，監査実施における 独立性，監査報告にお け 

る 独立性として 理解されているようであ る。 ま 

だ， イギリスの会計監査制度においてほ ，会計 

士が監査役に 選任されることが 許され，現在株 

主の保護のために 会社の機関として 監査役を位 

置づ け ，株主総会による 監査役の独立性の 支持 

が 考えられているのに 対し， アメリ ヵ の場合 

は，監査人は 会社の機関として 位置づげられて 

おらず，監査の 目的も現在株主ばかりでなく ， 
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現在および将来の 広く分散した 証券投資家の 保 

護にあ るから， これらの証券投資家は 監査人の 

独立性を支持するだけの 力 をもたないため ，監 

査人の側においても ， これらの証券投資家に 対 

する責任感は 倫理的なものにならざるをえな 

い ， という相違点が 示されている 轄 。 

ドイツにおける 決算検査役 LAbschluBprflier コ 

制度は 19 世紀末に確立されたといわれ ，そこに 

は，当初から 監査人独立性の 概念が出発点とし 

て 存在しており ， その独立性は ，すでに血とな 

り肉と化している。 4), とまで評されている。 

フランスにおいては ，会計監査人の 独立性と 

は，委任者および 第三者の起こり ぅる 反応を考 

慮に入れたり ， この反応に関してその 利害関係 

V こ 対して損害を 及ぼす影響を 考慮に入れたりす 

ることなく，行動することを 認められる者をリ 

ードする委任者および 第三者に対するあ る精神 

状態であ ると考えられており ， このような精神 

状態の確立をもたらすためには ，その内部要素 

としての個人の 性格とか能力とか 良心とかも大 

きな役割を演じるのであ って ，磨 らずしも外部 

要素としての 法的規制を設けるだけでは 可能で 

ないが， しかし大きな 作用を及ばしていること 

は 間違いない 勒と 説かれている。 

会計監査人の 独立性問題の 解決案は，たとえ 
ば決算監査の 監督官庁 CAuf,i 。 htamt コの 設置と 

いうような立法措置を 伴なう制度的改革による 

問題解決⑥ と ，現在の制度を 前提としてその 枠 

内で問題を解決しようとするものとが 考えられ 

る。 現在の制度を 前提とするといっても ，結局 

は制度的改革につながることになるのであ ると 

して，立法措置を 伴なう制度的改革による 問題 

解決を主張する 立場もあ る。 ァメリヵ において 

も，会計士監査の 根幹をなす独立性についての 

疑問が， AICPA 内外から提起され ，公認会計 

士の独立性に 対する信頼が 失なわれてぎている 

ことが指摘されたことに 対する方策の 上つとし 

て ，政府機関が ，監査人の業務を 定期的に調査 

することによって ，その業務を 直接管理するこ 

とが挙げられたこと 8 れが伝えられている。 

わが国においては ，次のような 考え方が示さ 

れている。 すなわち，会計監査人は ，特殊法人 

たる公認会計士協会をつうじてのプロフェッ シ 

，ン としての結束，そしてそれの 育成への 努 

力，公認会計士法等および 財務諸表等の 監査証 
明に関する省令等での 各種利害関係の 規制，。 ，， 

さらに商法特例 法 4 条に定める追加規制， しか 

もこれに基づくほか ，大蔵 省の間接的強制監査 

といわれるように ，その行政監督のもとにおか 

れていることから ，取締役側に 対して，監査役 

に比較して， ょり自己主張が 可能な立場，すな 

わち対抗能力をょり 強く持ち得る 地位におかれ 

ているのであ る 89)0 

会計監査人や 監査役の独立的監査がどの 程度 

に 実施されるかは ，取締役の会計監査人や 監査 

彼 に対する圧力とこれに 対する会計監査人や 監 

査 役の対抗能力とのバランスの う えになりたつ 

と表現し直すことも 許されるであ ろう。 。 ， 。 そ 

の 意味で，会計監査人の 独立性は， その地位が 

法律規範として 制度化された 保障だけで達成し 

うるものではない。 実は，法律の 領域を超えた 

精神的な独立性が 問題 ", とされているよ う に は 、 

われる。 すなわち，会計監査人の 独立性という 

ことは，監査の 重大なる要素であ るが，具体的 

な職業倫理や 公認会計士の 自治団体の内部規律 

の確立が，そこでは 重要なのであ る。 商法を改 

正すれば，不詳事件を 防止できるというもので 

もないから，会計監査人の 独立性の維持は ，終 

局的には，会計監査人自身の「精神的独立性」 

。 こ 依存するものといわざるを 得ないのであ る。 

その中味は，会計監査人相互の 責任感 " なの 

であ る。 すなわち，不正経理事件の 発覚は会計 

監査人にとっていっさいの 抗弁の余地なしとい 

う責任感であ り， これに よ り会計監査人全体の 

質的向上もはかられ ，社会的信用も 益々高めら 
れることとなる " 。 けれども，経営者であ る取 

締役に従属せず ，会計監査人が 監査の対象とな 

る 計算書類に関心をもっ 株主や債権 者等の信頼 

を得る監査を 実現していくために ，会計監査人 

が独立性を保持することは ，現実問題として 非 
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常に難しいものであ る。 しかしながら ，会計監 

査人の独立性の 問題は，商法特例法制定以来の 

ごく最近の新しい 問題ではないのであ って，会 

計監査人ほ，法律的制度的身分以双に ， 自由独 

立にして 不 輔の立場の公認会計士であ ることか 

ら ，木質的にほ ，公認会計士制度導入時から 装 

らぬ課題なのであ る。 

次に，会計監査人の 独立件が，商法特例 法 の 

もとでどのように 確保されようとしているのか 

ほ ついて要約してみなければならない。 

会計監査人は ，会計監査人の 選任，不再任ま 

たは解任について ，総会に出席して 意見を述べ 

ることができる ( 商法特例 法 6 条の 3) 。 会計 

監査人の地位の 独立性強化のための 規定の上 っ 

であ り， これによって ，会計監査人の 立場から 

の当否の意見を ，株主が判断する 資料となり ぅ 

る 。 意見を述べることができる 会計監査人は ， 

総会の当日に ，現に会計監査人であ る者であ っ 

て， 自己の不再任または 解任 は もちろん，他の 

会計監査人の 選任，不再任または 解任について 

も意見を述べることができる。 監査役全員の 同 

意によって解任された 場合は，特別規定があ っ 

て，解任後の 最初の総会において ， も ほ やその 

時点でほ会計監査人ではないけれども ，意見を 

述べることができる ( 商法特例 法 6 条 02 第 3 

項 ) のであ り， この場合でも ，他の会計監査 ノ、 

は ，前述の商法特例 法 6 条の 3 にょり，解任さ 

れた会計監査人とは 別に意見を述べることがで 

きる。 議決権 を有する株主の 数が 1,000 人以上 

の大会社にあ っては， 会計監査人によるこの 意 

見があ ると ぎ は，総会の招集通知に 添付すべき 

参考書類に，その 意見の要旨を 記載しなければ 

ならないのであ り，監査役全員の 合意によって 

解任された会計監査人においては ， 同様に，参 

考書類 ソこ ，解任に関する 報告事項と解任された 

会計監査人の 意見の要旨が 記載されねばならな 

い ( 大会社の株主総会の 招集通知に添付すべき 

参考書類等Ⅰ こ 関する規則 3 条 3 項， 同規則 4 条 

4 項，同規則 3 条 1 項 3 号 ) 。 しかしこのよう 

に意見の要旨が 参考書類に記載されるこ - とを 要 

するといっても ，正当な理由がなくても 株主総 

会の決議をもってすれば 解任できるのであ っ 

て，ただ，正当の 理由がなくて 解任したという 

ことであ れば， 当該会計監査人は ，会社側で， 

解任につき正当な 理由があ ることを立証でぎ な 

いかぎり， 会社に対して ， 得 べかりし利益の 喪 

失による損害を ，賠償請求することができる 場 

合もあ るということになる。 監査役全員の 合意 

によって解任された 場合には，株主は ， あ るい 

は 参考書類を通して ，あ るいは当該総会での 解 

任された本人自身による 意見陳述を通して ，そ 

の是非を判断することになるから ，場合によっ 

ては，当該総会に 提出されていた 後任会計監査 

人の選任議題にもかかわらず ， 当該会計監査人 

を 改めて新会計監査人に 選任することもでき 

る。 監査役全員の 合意で解任された 会計監査人 

が，前述したように ， もはやその地位について 

争 う ことができなくなった 場合 は ，解任される 

までの報酬を 請求することができる。 

このように，商法特例 法 上，会計監査人の 独 

五性 は ，制度的にほ 従前よりもかなり 考慮され 

ているものと 評価することができるが ，立法論 

としてほ，すでに 検討したよ う に，若干の課題 

が 残されているといえ よう 。 

VII. まとめにかえて 

会計監査人の 独立性の確保は ，会計監査の 充 

実という目的を 適える不可欠の 要件であ り，会 

計監査 ノ 、 自身の質的向上に 努めることが 必要で 

あ る。 もっとも， これまでに検討してぎた 商法 

特例 法 上の制度的独立性を 含めて，会計監査人 

の 独立性を考えるにあ だっては，以下の 点を重 

視すべぎであ る。 商法特例 法 により，会計監査 

人の選任・解任に 関する監査役の 役割は大ぎく 

なっており，会計監査人の 監査が実質的に 強化 

されるためには ，監査役制度が 充実し監査役 

が公正な判断を 行使できること ，すなわち，監 

査役が取締役に 対する批判的指導的機能を 充分 

に遂行し，監査の 実をあ げうることが 肝要であ 
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ること， また，株主総会が 選任決議することに 

よって，会計監査人の 独立性がよりよく 保証さ 

れているものの ，それが単なる 形式に終らず ， 

監査が利害関係者にとって 充分な効果をもつた 

めには，株主の 監査に対する 意識の向上も 不可 

欠 であ ること，さらには ，会計監査人自身の 監 

査基準，公認会計士法等に 基づく公正不偏の 態 

度に期待するほかないこと。 。 ， ，などが要点とし 

て挙げられる。 

さらに要約することが 許されるならば ，株主 

総会が実質的に 機能し，監査役が ，業務を執行 
する経営者から 独立性を保ち 本来の機能を 有効 

に発揮して，初めて ，会計監査人の 独立性は期 
待できるのであ る " 。 すなわち，会計監査人の 

独立性 は 監査役の独立性 ヶこ 依存しており ，会計 

監査人の定時総会への 出席，意見陳述 権 も ，株 

主総会が本来の 趣旨 y こ 従って機能していること 

が前提であ る。 " といえ よう 。 
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「粉飾決算と 監査」『法律時報 コ 37 巻 7 号 (1965. 
6) 15 頁参照 ) と 提言されていた。 

22) 取締役・監査役の 欠員の場合には ，利害関係人 
の請求により ，一時，取締役・ 監査役の職務を 

行なうべき者 ( 仮 取締役・ 仮 監査役 ) を，裁判 
所が選任することができる ( 商法 258 条 2 項， 
同法 280 条 1 項 ) 。 この ょぅ 。 こ仮 取締役・ 仮 監査 
役が，裁判所によって 選任されることが 法定さ 
れているので ， 会計監査人代行者についても 裁 

判所に よ る選任が当然考えられるけれども ， 会 

計監査人代行者は ， 会計監査人と 同様に公認会 
計士という一定の 資格が要求され ， かつ会社の 

機関でもないので ，裁判所が関与するまでもな 

く，会社の自治に 委ねてもよいと 解されてい 

  
西ドィッ 株式法では，決算検査役 CAbschluB. 
pr 廿 fe めは， 監査役の提案に 基づ。 て 株主総 
会が選任する ( 西 ドイツ株式法 124 条 3 頁， 同 

法 1f63 条 1 項 ) 。 もし，株主総会が 営業年度の経 
過までに CbiszumAblaufdes Geschaftsjahrs コ 
決算検査役を 選任しなかった とぎ は，取締役 

会，監査役会または 株主の中立により ， 裁判所 

は決算検査役を 選任しなければならない ( 西 ド 
イツ株式法 16.3 条 3 項 ) 。 この裁判所の 選任時期 
についての定めは ， 法的明瞭性の 利益 [,Inter. 
essederRechtsklarheit) のためであ る (Krop は ， 
Aktieneeset,, 1965, S. 267. 慶応義塾大学商 
法研究会釈『西独株式法 凹 ( 慶応通信， 1969.3) 

313 頁 ) 。 
23) したがって，選任のための 臨時株主総会をわざ 
わざ開催する 必要はない。 この点につき ，堀口 

亘 ・前掲説経 セ，ナ一 18 巻 14 号 84 頁参照。 

24) 元木 伸 ・前掲 書 282 頁。 
25) 会計監査人の 職務を一時的に 行な 5 者の任期に 
ついては，計算・ 公開改正試案六の 5 では， 

「次の総会の 終結の時までとする。 」と、 ・ づ こと 

であ ったが，要綱 案 および要綱 ( いずれもその 
第二の一の 5 の十三 ) では， 「就任後最初に 招 

集される総会の 終結の時までとする。 」 となっ 
た。 しかしその後の 改正法ではこの 部分は削除 
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アメリカにおける「監査人の 変更」についての 
実態調査に関するものとして ，藤原案一「アメ 
リ ヵ における監査人の 変更とその事由」 『会計 

、 ジャーナル』 6 巻 9 号 (1974.8) 52 頁 一 55 頁参 

照。 わが国の実状については ，中央会計事務所 

編『昭和 56 年商法等改正関係衆参両院法務委員 
会議録 ( 抄 Ⅱ ( 商事法務研究会， 1981.10) 215 
頁 ( 宮本説明委員発言 ) 参照。 

61) 川北 博 ・前掲会計ジャーナル 6 巻 6 号 134 頁。 
62) 鈴木竹雄『新版会社法金司 第 = 版 』 ( 弘文覚， 
1983.3) 201 頁。 竹内昭夫・双掲 書 215 頁。 並木 
俊 守 『新商法の遂集解説』 ( 中央経済社， 1974. 
4) 231 頁。 侠 任昭一「会計監査人監査について 

の法律問題～監査役との 関係において ～」 『月 
刊監査役』 58 号 (1974.7) 3 頁， 8 頁， 10 頁。 
堀口 亘 ・前掲説経 セ，ナ一 18 巻 14 号 76 頁。 加 

美和 照 ・前掲 書 208 頁 一 209 頁。 同 ・前掲枕経 セ 
，ナー 18 巻 14 号 64 頁。 何 ・前掲説経 セ ，ナー 26 

巻 13 号 90 頁。 黄清渓 「監査役と会計監査人の 関 

係 」高島正夫編著『改正会社法の 基本問題 コ 
( 慶応通信， 1982.7) 224 頁。 坂井隆一「会計監 
査人制度改正の 問題点」『国際経済大学論集 コ 
17 巻 1 号 (1983 .8) 23 頁 一 74 頁。 

63) 元木 伸 「商法監査総論～その 基本的な考え 方 
～」『会計ジャーナル』 13 巻 8 号 (1981.8) 25 

頁 。 

64) 田中誠二『高金 訂版 会社法詳論下巻』 0 動 草書 
房， 1982.8) 727 頁 一 728 頁参照。 なお田中誠二 
教授は，かっては 会計監査人の 機関性を肯定さ 
れていたが，本書で 改 諒 されている。 

65) 吉野俊一郎「会計監査人の 法的位置付け」 『 商 
事 法務』 726 号 (1976.2) 24 頁 一 25 頁。 熊田 節 ・ 

前掲会計ジャーナル 6 巻 6 号 145 頁。 酒巻俊雄・ 

前掲税務腔報別冊 3 号 167 頁。 会計監査人の 地 
位・権 限・会社に対する 責任・第三者に 対する 
責任の内容からみて ，会社の機関と 解するもの 
に，菱田政宏『会社法 ( 改訂版   Jl ( 中央経済 
社， 1978.4) 264 頁があ る。 
なお，株式会社の 計算・公開改正試案および 
株式会社の機関に 関する改正試案においては ， 

その選任や任期の 定め方，計算書類の 確定手続 
への影響のあ り方などからいって ，会計監査人 
を機関として 理解しているようにも 読みとれ 

る， と指摘する見解として ，慶応義塾大学商法 
研究会「株式会社の 計算・公開に 関する改正意 
見」 『法学研究』 53 巻 6 号 (1980.6) 106 頁が 

あ る。 
66) 大賀 祥充 『改正会社法講話 J ( 成文 堂 ， 1982.5) 
368 頁。 なお，熊田 節 ・前掲 書 注釈会社法補 
巻 106 頁は， 機関と解したところで ，特別の結 

論 が出るわけではない ， と 指摘されている。 し 

かし株主総会による 選任行為を機関設定行為と 
解し，会計監査人の 権 利義務，守秘義務・ 忠実 
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計 』 31 巻 ェ Ⅰ 号 (1979.11) 108 頁 ( 松岡発言 ) v こ 

よると，証券取引法上の 公認会計士との 監査契 

約は「請負」であ ると解している。 なお，委任 

型の請負契約と 解するものに ，吉田 稔「監査 
契約の法的性格ならびに 会計監査人の 責任とそ 

の救済」高千穂論集昭和 57 年度Ⅱ創立 80 周年記 
念 論文集 (1983.5) 73 頁があ る。 

80) 加 美和 照 ・前掲説経 セ ，ナー 18 巻 14 号 65 頁，熊 
日 郎，前掲会計ジャー ナル 6 巻 6 号 145 頁。 

81) この見解を紹介するものとして ， m 村 忠平「会 
計監査人と決算検査役」 F 横浜市立大学論叢』 
( 社会科学系列 ) 22 巻 1 号 7 頁参照。 

82) 高柳 籠芳 「ドイッにおける 会計監査人の 独立性 
の基盤」『企業会計』 27 巻 7 号 (1975.6) 29 頁 
参照。 監査人の独立性を ，事実上の独立性と 外 
見上の独立性とに 分けて，事実上の 独立性は専 
門職業家としての 誠実性と財務諸表に 関する意 
見表明における 精神的独立性とからなり ，外見 
上の独立性は ，経済的利害関係や 身分的利害関 
係からなる ( 飯塚 勲 「監査人独立性の 形成と 
争点」 T 会計』 125 巻 4 号 (1984.4) 106 頁 ) と 

解する立場もあ る。 
83) 可児島俊雄「現代監査の 本質と財務諸表監査～ 
実態の監査か 情報の監査かをめぐって ～」 『産 
業経理 5 40 巻 2 号 (1980.2) 38 頁 一 39 頁参照。 
会計監査人の 独立性を確保するためのアメリカ 
における諸展開については ，森田 章「会計監 
査の独立性」 mf 甲声法学雑誌 J 30 巻 1 号 (1980. 
6) 95 頁以下において ， 極めて詳細な 跡 づ け が 

なきれている。 なお， 森 実 「監査人の独立性 
～米国におけるその 概念の展開について ～」 
『産業経理』 2f 巻 4 号 (1966.4) 55 頁 一 56 頁参 
照。 

84) 高柳籠 芳 ・前掲企業会計 27 巻 7 号 30 頁参照。 
85) 野村健太郎「フランスにおける 監査制度の展開 
( 二 ) 」 丁 産業経理』 30 巻 7 号 (1970.7) 19 頁参 

照。 
86) この問題解決を 支持するものに ，大石勝也「 西 
独の決算監査人の 独立件」『企業会計』 29 巻 9 
号 (1977.9) 79 頁， 85 頁があ る。 批判的見解を 
示すものに，稲葉威雄「商法監査の 現状と課 

題」『産業経理』 38 巻 9 号 (1978.9) 16 頁があ 
る。 その対策の 1 つとして，意見の 相違が，会 

計監査人と監査役との 間にあ るときは， 1 種の 

審判制度に関する 規定を設ける 必要があ る ( 久 
保田晋 = 郎 「監査制度改正試案について」 『産 
業経理』 28 巻Ⅱ 号 (1968.11) 49 頁参照 ) との 
提言がなされている。 その他，批判的見解を 示 
すものに，鈴木 ( きく 人 ) ニ川 X 二 渋谷二坪内 
「株式会社の 機関改正問題を 語る」『商事法務』 
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( 横浜国立大学経営学部助教授 コ 


